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要約 
  

地方の疲弊が進んでいる。これは少子高齢化や、地方から首都圏への人口流出等が原因

であり、大きな議論を生んでいる。こういった問題を解決するべく、「三位一体の改革」

などの地方分権改革が取り組まれたが、効果には賛否両論がある。確かに、三位一体の改

革により財政的な地方分権が進んだ。しかし、地方財政運営が自主財源によればよるほ

ど、行政経費について規模の経済性を享受する自治体が強く、地方交付税をもってしても

真に必要な歳入は十分に保障できているとはいえない。本稿は以上の問題意識をもとに、

先行研究を踏まえ、人口減少が進む地方でも最低限保障する行政サービスとしてナショナ

ル・ミニマムがいくら必要なのかを突き詰めた新しい地方交付税の交付方法を提言する。 

 第１章では現状分析を行う。現状分析ではまず、わが国の地方財政の制度について整理

する。現行の地方交付税、特に普通交付税は、総務省の算定する基準財政需要額と基準財

政収入額のギャップを交付することになっているが、膨大な基準項目に即して数値が毎年

変化し、結果として合計が地方財政計画に合致するように決定されているものの、算定手

順が複雑かつ補正係数の決まり方が不透明である。また、地方交付税の総額として交付上

限を示す地方財政計画が、国税収入で決まる国税法定分に依存することも確認する。 

 そして、地域間格差を３つの視点で考察する。順に、県民所得から見た地域間格差、財

政力から見た地域間格差、そして「都道府県の声」から見た地域間格差である。１つ目の

視点では、一人当たり県民所得に着目した。東京がトップ、最下位の沖縄間で２倍以上の

差があったが、これは産業構造の差、そしてそれに伴う労働生産性の差であり、地方交付

税制度を中心とした政府間財政関係だけで格差是正が図れる問題ではない。 

 ２つ目の視点では、財政力に着目した。現状、地方税だけでは一人当たり歳入も、人口

が増えるほど金額が増えるという規模の経済が享受できる状況となっており、その格差を

改善すべく地方交付税が設けられている。宮崎(2016)では、一人当たり歳入の格差を是正

するべく、税制改革等のシミュレーションを行っている。その結果から、行政運営が苦し

い過疎県から、都市部の埼玉などにお金が流れることが明らかとなった。この分析を踏ま

えると、地方自治体の実需に即することは一人当たり歳入を平準化することでは、地域間

格差を本質的に是正できるものではないと考えられる。 

 ３つ目の視点では、各地方団体が公式に表明している見解に着目した。各都道府県の

「声」を集約したところ、特に鳥取県・島根県、そして高知市のホームページで、危機的

な財政状況が主張されている。いずれの地方団体においても、地方交付税の算定方法に疑

問を呈し、地方自治体の実需に対応していないことが示唆される。 

 以上を踏まえ、現状の地方交付税は、地方自治体の継続的な行政運営を支えるには制度

的に不十分と考える。これを本稿での問題意識と据える。 

 第２章では、先行研究を、地方交付税の現状理解、国と地方の権限の観点から展望し、

それに基づいた本稿の新規性について述べた。地方交付税の現状については、地方交付税

の算定方式、地方歳出の性質理解の 2つの側面に分類して整理する。 

 まず、現行の地方交付税の算定方式を批判的に捉え、基準財政需要額に基づいた算出方

法がはらむ問題点を指摘する。次に、現行の地方歳出をより簡素に把握する方法を考察し

た先行研究を示す。最後に、国と地方の責任範囲を明らかにしたうえでの新たな地方財政

の構図を紹介する。 
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本稿の新規性としては、新たな政府間財政関係の構図に基づいて試算を行った点、新た

な交付金・交付税の配分制度を提言する点、の２点である。具体的には、赤井・岩本・佐

藤・土居(2010)の枠組を採用する形で、都道府県単位でナショナル・ミニマム行政経費を

試算した。それをもとに、「行政保障交付金」、「格差是正交付税」の分配方式をそれぞ

れ提言する。 

 第３章では、地方行政運営に必要な経費算定を目的に、２つの分析を行う。１つ目は、

一人当たり行政経費の各項目に関する、時系列方向に固定効果を入れたパネルデータ分析

を行う。結果として、ほとんどの行政経費項目で人口の一次の項が負に有意、二次の項が

正に有意な係数となることが示された。従って、実際の一人当たり行政経費が、人口に対

し U字型を描くことを確認できた。これは人口が増えるにしたがって規模の経済が働く

が、ある人口水準以上で混雑効果の方が大きくなることを表す。２つ目は「格差是正交付

税」分配額算出のための分析を行う。地方財政計画に基づき、前節で「行政経費」とした

12項目以外の項目を「格差是正交付税」として分配する。ここではその財源額を試算す

る。 

 第４章では、第３章の分析に基づいて、２つの政策提言を行う。これら２つを以て、現

状の地方交付税制度を代替するものとする。１つ目は「行政保障交付金」の導入に関する

提言である。分析の１つ目で求めた各都道府県、12項目の一人当たり行政経費標準額に基

づき、各都道府県行政経費各項目に対し、交付を行う。ただ、財政制約も鑑みて、この標

準額をそのまま交付するのではなく、行政経費項目の全地方団体の一人当たり行政経費総

和に対する比をとって当該地方団体の構成比とし、それに当該行政経費総額を掛け合わせ

たものを「行政保障交付金」の交付額とする。これは地方交付税従来の財源保障機能を厳

選し充実したものと言える。 

 ２つ目は「格差是正交付税」の交付である。１つ目の「行政保障交付金」は地方の行政

運営を継続的に保障することを目的としており、地方間格差を是正する目的は含んでいな

い。しかし、２つ目の分析により、人口の多い都道府県ほど一人当たり地方税収は大きく

なる傾向が確認された。本稿では、地方税収入の確保は国の責任を離れ、地方の責任と定

義しているが、一人当たりの地方税収格差も一定程度是正する政策を提言する。これは、

地方交付税従来の財政調整機能を発展させたものである。 

 本稿では、一人当たり地方税額＋一人当たり「行政保障交付金」額の分配額を人口規模

に比した１次式で規定し、地方間の財政格差を是正する。 
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はじめに 
  

昨今、「地方消滅」という言葉が話題となっている。このままでは日本の地方が消滅し

てしまう。恐ろしい警鐘が鳴らされたのである。これは、少子高齢化の波に起因する。加

えて、労働人口の移動が地方消滅を加速させる。都心部に富んだ産業構造、そして労働生

産性の高さが労働人口を惹きつけるのだ。このようにして地方は疲弊していく。疲弊した

地方は切り捨て、中核都市を残すのが政府の通説となる勢いだ。 

しかし、この流れに任せて地方を疲弊させて良いのか。一度無くなった地方は二度と戻

らない。今後人口が増えない社会状況のなかで、地方の再開発も見込めないためだ。「地

方創生」が地方の中核だけを残し効率化を図るのを意味するのであれば、現状の政策では

私たちの問題意識をクリアできないであろう。 

 まずは地方を消滅させないこと。少子高齢化が進む中で、社会インフラを賄うポイント

の一つとして規模の経済性が考えられる。しかし、人口の少ない自治体はこれを享受でき

ない。そのため、行政運営に大きく苦労するのだが、その支出に即した歳入を得られてい

ない。これには２つの理由がある。 

 １つの理由は、人口の少ない自治体は地方税収入が小さいということだ。これは地方間

の産業構造格差に起因する。 

 ２つ目の理由は、地方交付税交付金の交付問題である。１つ目の税収格差を是正するた

めの地方交付税交付金であるが、これだけでは地方自治体の自立運営は支えられない。地

方財政計画で支出額が決まっている範疇で、財源をならしているのに過ぎない。 

 ではどうすれば、地方団体を存続させられるのか。どの地方団体も切り捨てることな

く、本質的な地方創生を目指す政策提言を講じる。  
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第１章 現状分析 
 

第１節 現状の地方財政 
第１項 現状の地方財政制度 

地方財政の問題を考えるに当たり、まずは現状の地方財政制度を整理する。地方公共団

体の会計は大きく分けて以下の２つが存在する。１つ目は普通会計である。普通会計と

は、一般会計と地方公営事業会計を除く特別会計を合算したものである。２つ目地方公営

事業会計である。地方公営事業会計とは、地方公共団体が経営する公営企業などにかかる

会計の総称である。以下、普通会計を中心的に扱う。普通会計の主項目を表 1-1に列挙す

る。それぞれの区分は土居(2017)に従う。 

 

表 1-1 普通会計の主項目 

 

土居丈朗(2017)『入門財政学』より筆者作成。 

初めに、歳入について整理する。歳入は２通りの大別ができる。 

１つ目の分け方は、自主財源と依存財源である。自主財源は地方自治体が独自でその財

源を集めるもので、地方税などに代表される。翻って依存財源とは、地方団体が国にその

交付を依存しているものである。これには、地方交付税や国庫支出金などが該当する。 
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２つ目の分け方は、一般財源と特定財源である。一般財源は各地方団体が使途を自由に

決められる財源で、これは使途が国などによって定められないほとんどの歳入項目が該当

する。逆に、特定財源とは、使途が定められた財源のことである。国庫支出金2、地方債な

どがこれに当たる。 

歳入における筆頭項目は地方税3であり、地方純計で最大を占めている。財務省によると

地方税の税目は表 1-2の通りである。 

 

表 1-2  国税・地方税の税目・内訳 

 

 

財務省『国税・地方税の税目・内訳』より引用。 

                                                 
2 国庫支出金は特定財源、地方交付税が一般財源である。 
3 地方税の中で、地方消費税が大きな割合を占める。消費税率８％のうち、6.3％が国税、

1.7％が地方税として扱われる。また、2015年度における地方消費税総額は、約５兆円で

ある。 

国税 地方税 国税 地方税

所得課税 所得税 住民税 消費課税 消費税 地方消費税

法人税 事業税 酒税 地方たばこ税

地方法人特別税 たばこ税 ゴルフ場利用税 

復興特別所得税 たばこ特別税 自動車取得税

地方法人税 揮発油税 軽油引取税 

地方揮発油税 自動車税

石油ガス税 軽自動車税

自動車重量税 鉱区税  

航空機燃料税 狩猟税

石油石炭税 鉱産税

電源開発促進税 入湯税 

関税

とん税

資産課税等 相続税・贈与税 不動産取得税 特別とん税

登録免許税 固定資産税

印紙税 事業所税

都市計画税

水利地益税

共同施設税

宅地開発税 

特別土地保有税

法定外普通税

法定外目的税

国民健康保険税
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図 1-1の通り、総務省の「地方財政統計年報」によると、歳入における地方税の割合は

1955年から 35％程度を推移している。1980年代の好景気で 30％前半から 40％を超えた。

しかし、バブルの崩壊と共に再び 35％程度の水準程度まで落ち込んだ。また、小泉政権期

の三位一体の改革に伴い、地方税が増強され数年 40％を上回ったが、2008年リーマンシ

ョックと共に約 35％まで落ち込んだ。 

 

図 1-1 地方税収の推移 

 

総務省『地方税収の推移』より引用。 

 

 歳入の筆頭項目である地方税税目からわかるように、地方税収入は都道府県の人口規模

や、産業規模に依存しやすい。そのため、地方税の収入は、人口１人当たりで測ったとし

ても、都市部が地方に勝ってしまうことが多い。また、法定受託事務として、国から地方

へ委任した諸事務の遂行費用においても、地方税収入の多寡に依存したのでは行政運営に

支障が出てしまう。 

このような課題を改善するために、地方交付税・地方特例交付金は存在する。地方交付

税・地方特例交付金は、国から地方団体へ交付される、使途を特定しない財源である。国

税項目で国が租税を徴収し、初めは一般会計に繰り入れられる。一般会計から地方交付税

交付金として支出され、交付税及び譲与税配付金特別会計(以下、地方交付税特別会計)に

繰り入れられ、各地方団体に交付される。 

近年では、両者を合わせ、歳入全体の 20％程度を推移している。この地方交付税の機能

は２つあると言われている。財政調整機能と財源保障機能である。前者は、地方自治体間

の財源格差を是正する機能である。そして後者は、国の法定受託事務等の遂行に係る地方

財政の保障機能である。そして後者は、地方自治体間の財源格差を是正する機能である。 
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 次に地方交付税交付金の交付方法について詳述する。地方交付税交付金の法定分(以

下、国税法定分)は、地方交付税法に従って以下の様に定まる。 

 

国税法定分(2015年)＝所得税の 33.1％＋酒税の 50％＋法人税の 33.1％ 

          ＋消費税の 22.3％＋地方法人税 

 

内閣は上記に算定される国税法定分を鑑み、地方財政計画として国会に提出する。直近

の二十年強においては、算定の総額を超えた交付になっている。国税法定分と地方交付税

総額が異なるのは、地方交付税交付金の機能と算定方法のギャップによる。景気後退など

が国の歳入減をきたし、国税法定分を減少させても、地方交付税交付金として交付すべき

額はそれに対応して減らすことができないのだ。 

 次に、国家予算として、算定された地方交付税交付金がどのように各地方団体に分配

されるかを確認する。総務省『地方交付税』によると、普通交付税の額の算定方法は以下

の通りである。 

 

普通交付税の額の算定方法 

 普通交付税の額の算定方法は下式のとおりです。「基準財政需要額」、「基準財

政収入額」等について以下に解説を加えております。 

各団体の普通交付税額 ＝（基準財政需要額－基準財政収入額）＝財源不足額 

基準財政需要額＝単位費用（法定×測定単位（国調人口等）×補正係数（寒冷補正

等） 

基準財政収入額＝標準的税収入見込額×基準税率（75％） 

 

 つまり、総務省が算定した各地方団体の必要財源のギャップを交付税として与えている

ということである。基準財政需要額は測定単位に比例的に決まる。測定単位は、都道府県

の財政規模を表す指標で、詳しくは表 1-3の通りである。概ね、人口と都道府県の規模に

比例的に決まると言えよう。 

 最後に、地方譲与税について確認する。地方譲与税は、国税として徴収した租税を地方

自治体に一定割合譲与する税のことである。これは歳入のうち、１パーセント程度しかな

く、本稿では詳述しない。 

 加えて、近年地方交付税制度に導入されたトップランナー方式を紹介する。 

 政府は平成 26年度、地方交付税制度に「トップランナー方式」を導入した。トップラ

ンナー方式について、総務省『トップランナー方式の導入』によると「基本方針 2015に

基づき、歳出の効率化を推進する観点から、歳出効率化に向けた業務改革で他団体のモデ

ルとなるようなものを地方交付税の基準財政需要額の算定に反映する取組を推進する。そ

の際、財源保障機能を適切に働かせ、住民生活の安心•安全を確保することを前提として

取り組む」と説明される。 
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 現存の地方交付税とは、地方自治体の歳入に繰りこまれるが、地方自治体間の財源の不

均衡を調整し、全ての地方公共団体が一定の水準を維持できるよう財源を保障するという

見地から、国税として国が代わって徴収するものである。 

 トップランナー方式の導入とは、地方交付税の基準財政需要額の算定基礎となる単位費

用について、合理化が進む自治体の経費水準を反映させるというものだ。 

 トップランナー方式の検討対象は、地方行政サービス改革に係る調査で把握することと

している地方団体の業務改革の中で、単位費用に計上されている 23業務である。その中

から、学校用務員事務、道路維持補修•清掃等、本庁舎清掃、案内•受付、公用車運転、本

庁舎夜間警備、電話交換、一般ごみ収集、学校給食(調理)、学校給食(運搬)、体育館管

理、プール管理、競技場管理、公園管理、庶務事務、情報システムの運用の計 16業務が

平成 28年着手の対象業務とされ、複数年かけて段階的に反映される。残す図書館管理、

博物館管理、公民館管理、児童館•児童遊園管理、青少年教育施設管理、公立大学運営、

窓口業務の計 7業務に関しては、地方自治体の意見を踏まえ課題を検討し、平成 29年度

以降、可能なものから見直しがされていく形である。 

 トップランナー方式について、飛田(2016)で以下のように説明する。 

 「トップランナー方式にともなう見直しは次の 2点からなる。第１に経費区分の見直し

である。これは単位費用の算定基礎となる経費区分を従来の人件費から委託料等に振り替

えるもので、これだけでは単位費用の減少に影響しない。第２に経費水準の引き下げであ

る。これは経費区分の振り替え先である委託料等について、単価を３～５年にわたり段階

的に引き下げるものである。(なお道府県分の庶務業務は 1カ年の引き下げである。) 

この場合、他の条件を等しくすれば、単位費用にとってはマイナスの影響をもたらす」 

 今後の地方行政運営効率化を推進するうえで、重要な制度となろう。 
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表 1-3 算定項目と測定単位(平成 27年度) 

 

総務省『基準財政需要額』より引用。 
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第２項 地方分権と三位一体の改革 

社会の進歩に伴い、各地方団体によって行政サービスの需要も異なってきた。こういっ

た地方間需要ギャップに対応するために、1990年代から地方分権改革が推進されてきた。

我が国の地方分権改革は、平成５年の衆参両院における「地方分権の推進に関する決議」

に端を発する。今日、平成 29年に至るまでの 24年、多くの政策が取り組まれた。そして

近年では、小泉政権時の三位一体の改革によって、議論が再燃した。以下、西森（2004）

に従い、三位一体の改革とその問題点について詳述する。 

三位一体の改革とは、補助金の縮減、国から地方への税源移譲、地方交付税改革を一体

で行い、国と地方の税財政関係を抜本的に改革することである。平成 14 年 6 月に閣議決

定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」において、「国庫補助負担

金、地方交付税、財源移譲を含む財源配分のあり方を三位一体で検討し、具体的な改革案

を今後一年以内を目途にとりまとめる」と記された。これ以降、国と地方の財政関係の改

革は三位一体の改革と呼ばれている。 

税源移譲とは、納税者(国民)が国へ納める税(国税)を減らし、都道府県や市町村に納

める税(地方税)を増やすことで、国から地方へ税源を移すことである。類似の「経済財政

運営と構造改革に関する基本方針」や「三位一体の改革について」(平成 17 年 11 月 30 日

政府・与党合意)などの決定を経て、平成 18 年度税制改正において、国から地方へ、３兆

円の税源移譲が実現することとなった。 

地方交付税については、地方財政計画における地方歳出の縮減から、大幅な総額抑制が

行われた。以下２つのポイントが挙げられる。 

 

(１)規模の圧縮 

平成 16 年度予算での一般会計ベースでの地方交付税の金額は、約 15.4 兆円であり、前年

度比１兆円の縮減(6.1％減)となった。地方交付税の一般会計ベースでの縮減は、５年ぶ

りのことである。他方、一般会計ベースの金額に、地方交付税特別会計からの借入金等を

加算した、地方への支払いベースでの金額は、３年連続の縮減で、前年度比 1.3 兆円減額

(6.5％減)の 16.9 兆円である。平成 16 年度予算では、一般会計ベース、支払いベースと

もに縮減され、２つの格差も縮まったとはいえ、地方交付税特別会計からの借入金の累積

額は、約 50兆円に上る。 

 

(２)平成 16年度地方財政計画の概要 

地方交付税の地方への支払いベースでの金額は、地方財政計画を基に算定される。平成１

６年度の地方財政計画では、歳出総額が 84.7 兆円と見積もられ、前年度比１．５兆円の

歳出削減が行われた。これは、職員数の削減、給与関係経費の削減、地方単独事業の減額

などにより、大幅に歳出が削減されている。 

 

上記の改革を以て、一定の評価を受ける三位一体の改革であるが、西森(2004)では以下

２つの課題も述べられている。 

 

(1)補助金の縮減 

補助金の縮減は、１兆円という数値目標が設定され、達成されたことについては評価され

ている。しかし、その内情については、各省庁が数合わせに走り、裁量の余地が少ない補

助金が多く地方に移管されることとなった。そのため、実質的に地方の自主性が拡大され
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るかどうか不透明である、と指摘されている。 

 

(2)地方交付税改革 

地方交付税の総額が約 1.3 兆円圧縮されたが、更なる圧縮の必要性が唱える意見がある一

方で、国の財政再建だけが先行しており、地方の裁量が広がっていないという批判もなさ

れている。また、交付税改革の中身については、算定基準・方法の改革等を含んだ根本的

な改革に手が付けられていないこと、交付税の根幹を成す財源保障機能と財政調整機能と

いう両機能の在り方について、明確な方針が示されていない、との指摘が上がっている。 

 

また、政策目標は一定程度達成されたが、地方自治体は交付を受ける量が減る結果とな

っている。平成 16 年度の改革では、地方交付税は約 1.3 兆円、臨時財政対策債は約 1.7

兆円削減された。そのため、各地方自治体は、厳しい財政運営を迫られることとなった。 

このような中、沖縄県では地方自治法に反して、一般会計予算で赤字予算案を作成し、

市の財政窮迫状態を訴えた。また、44 都道府県の予算不足額は約２兆 6000 億円に上ると

いう調査結果を発表している。各自治体は、人件費の抑制や基金の取り崩しで財源不足に

対応しているが、今後も更なる厳しい財政運営を強いられそうである。こうした状況を受

けて、地方自治体からは、三位一体改革を強く批判する声が上がっている。 

 

第２節 地域間格差の現状 

第１項 県民所得から見た地域間格差 

次にわが国の地方間格差を３つの視点から考察する。 

まずは都道府県間の県民所得の視点から考察する。表４は平成 25,26(2013,2014)年度の

都道府県別県内総生産(名目、10億円)を示している。都市の規模、人口に比例して、県内

総生産の大小が決まっているのがわかる。ただ、このデータだけで、地方間格差は判断で

きない。都道府県民の格差を決するのは、一人当たりの実質値であるためだ。表５が平成

26年度の都道府県別一人当たり県民所得を表している。東京が 451.2万円、沖縄が 212.9

万円と、２倍以上の格差がある。これは産業の分布に大きく依存すると考えられる。 

地方間の人的資本格差を研究した徳井・牧野・児玉・深尾(2013)によると、地方間の人

的資本の質は大きく異なる。図１の都道府県間分析に加えて、産業間の視点も踏まえる4こ

とで２点の示唆を得ている。１点目は図 1-2からもわかる通り、東京都の人的資本の質が

他の地方自治体に比べ、抜きんでて大きいということである。そして、２点目は同産業間

の都道府県格差よりも、同地方自治体間の産業間格差の大きいということである。都市部

には、各企業の本社が集約されており、第三次産業の総合職ポストも多い。そのため、一

般的に人的資本の質が高く、労働生産性も高くなっていると言えよう。それに関連して、

そのような都市部を目がけ、多くの若者が都市部へ流入してくることも明らかにしてい

る。こういった現状が２倍以上の県民所得格差を説明する要素の１つと考えられる。 

また、図 1-3は同年の都道府県別消費者物価地域差指数である。最も低い宮崎県に比べ

て、東京は 1.098倍の水準となっており、物流の高度化の影響などで地方間での著しい物

価差は起こりにくいと考えられる。したがって、物価の格差は、１人当たり県民所得に２

倍ほどの影響を与える要因で無いことがわかる。 

  

                                                 
4 この分析も 2008年度のデータを用いて行われた。 
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ここまで一人当たり県民所得格差について考察し、１つの要因として産業構造の差が寄

与していると考えた。本稿では、地方団体の継続的な行政運営をテーマに扱うために、一

人当たり県民所得格差は地域の特性によるものと仮定し、行政運営に影響するものではな

いとする。 

 

表 1-4  平成 25,26年度都道府県別都道府県別県内総生産(名目、10億円) 

 
内閣府(2017)『平成 26年度県民経済計算について』より筆者作成。 
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表 1-5  平成 26年度都道府県別一人当たり県民所得 

 
内閣府(2017)『平成 26年度県民経済計算について』より筆者作成。 
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図 1-2  人的資本の質の地域間格差指数(東京都＝１の指数、2008年) 

 
徳井・牧野・児玉・深尾(2013)『地域間の人的資本格差と生産性』より引用。 

 

図 1-3  都道府県別消費者物価地域差指数(総合) 

 
統計局『消費者物価指数』より引用。 

 

第２項 財政力から見た地域間格差 

 次に財政力から見た地域間格差を考察する。ここでいう財政力とは便宜的に、一人当た

り歳入の大きさと定義する。前述の通り歳入は、大きく分けて地方税と地方交付税、地方

譲与税などで構成される。 

図 1-4は各都道府県民一人当たりの一般財源を表したものである。地方税の構造的な問

題から、東京は交付税＋地方譲与税を抜いても、平均を超えている。翻って、一人当たり

の水準では、人口の少ない島根県が最も大きい。交付税＋地方譲与税が半分以上を占め、
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平均を大きく超えているためだ。これらの交付水準はどのように決まっているのだろう

か。 

つまり、総務省が推定した各都道府県必要財源のギャップを交付税として与え

ているということである。基準財政需要額は測定単位に比例的に決まる。測定単

位は、都道府県の財政規模を表す指標で、詳しくは表３の通りである。概ね、人

口と都道府県の規模に比例的に決まると言えよう。 

宮崎(2016)では、これら一人当たりの一般財源格差を平準化するべく、税制改

革のシミュレーションを行った。しかし、その政策は過疎地域から過密地域へと

財源を移すことを意味する。この政策は地方間格差を適切に是正するのか、疑問

の余地が大きい。これは基準財政需要額の算定方法に問題があると考える。過密

地域も過疎地域も、財政が賄うインフラにおいて固定費用が大きい。人口や都道

府県規模に比例的に伸びるという算定は問題をはらんでいると言えよう。これ

が、都道府県の自立に際して、図２ではわかり得ない格差を生んでいる要因と考

えられる。 

 

図 1-4 都道府県別一人当たり一般財源格差(2013年度) 

 
宮崎毅(2016)『財政力の地域間格差と税源配分 

:交付税は格差を是正するのか？』より引用。 
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第３項 「都道府県の声」から見た地域間格差 

各都道府県が公式に表明している見解からも地域間格差の問題が浮き彫りになる。特

に、多額の地方交付税に依存して財政運営を行っている鳥取県・島根県・高知県は行政運

営の困難性について強く主張している。 

 鳥取県は県ホームページで、「現在の県財政は危機的状況であり、その一因として、歳

出面では景気対策を国と一緒に行うために県債を大量に発行し続け、その返済の時期を迎

えたことが挙げられる。歳入面においては平成 16年度に、本県において最大の歳入であ

る地方交付税を国が急激かつ一方的に減額を行ったことが大きな要因である。もちろんこ

れまで様々な既存の事業の見直しをして歳出を削減する努力をし、効果をあげているが、

それ以外に歳入が減少したためこうした非常事態に陥っている」と訴える。 

同様に島根県も地方交付税の必要性を訴える。また、島根県は、 

『我が国では近年、福祉・医療関係の経費が増加する一方、景気低迷による税収の伸び

悩みに直面するという厳しい状況であるため、地方交付税の必要額が確保されない。各地

方団体は行政改革を遂行しているが、財政不足により本県でも多額の基金の取り崩しをし

ており、財政が破綻すれば県民の暮らしにも大きな影響を及ぼすことは必至である』と同

様に県ホームページに記す。 

これらは都道府県単位における声であるが、市単位で見ても同様の首長がある。高知市

は、都市部に比べ景気回復が鈍い地方経済状況のもと、法人市民税などの税収の伸び率が

固定資産税の減収を上回ることが予想されるにもかかわらず、地方交付税など国の地方財

政政策の動向が不透明であることを不安視している。 

いずれの例も、地方交付税の限界を示唆していると言えよう。 

 

 

 

第３節 問題意識 
 以上により、「三位一体の改革」などで地方分権が進められていることとは裏腹に、地

方自治体のニーズに合わせた行政運営が行えていないことがわかった。この課題に関し、

本稿では２つの問題意識を提起する。１つ目は地方交付税交付金が１人当たり歳入を平準

化するのみで、地方自治体の継続的な行政運営をサポートするのに十分とは言えない点で

ある。２つ目は、地方交付税の交付額決定方法が不透明かつ複雑である点である。 

 本稿が目指す日本の将来像である「地方を消滅させない社会」を実現するためには、地

方交付税を地方自治体の真の需要に即した制度に転換すべきだろう。これには、歳入ベー

スの交付方法から、行政経費需要ベースで交付する必要がある。地方を消滅させないため

に、どの行政経費が必要なのか策定することも重要となろう。 
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第 2 章 先行研究 
 

第１節 先行研究 
 地方交付税制度に関する先行研究を、現行制度の地方交付税の算定方式、地方歳出の 

理解の 2種類に分類し、さらに地方財政についての先行研究も考察する。 

 

第１項 現行の地方交付税の算定方式 

普通交付税は先にも述べた通り、基準財政需要額と基準財政収入額に基づき算定され

る。井堀・岩本・河西・土居・山本(2006)は、この算定方法に疑問を呈する。基準財政需

要額については、算定に用いる単位費用は毎年度変更が加えられているにもかかわらず、

財政需要の実態を表す決算額との乖離が埋められていないことから、詳細な算定方式の意

義は不透明であると述べる。また基準財政収入額は、地方自治体の法定普通税等の標準税

率における税収の 75％と地方譲与税の全額を合計したものであるため、税収入が増えても

増収分の４分の３は基準財政収入額に算入され、その分普通地方交付税額が減額になる。

この点において、地方自治体は、予算を支出して地域経済活性化を行ってもあまり歳入増

につながらず、地域経済活性化を講ずるインセンティブが生じにくくなっているとする。

さらに基準財政需要額と地方交付税の関係性についても検証している。地方交付税額は毎

年度大きく変動しており、都道府県の場合対前年度 10％を超える増減が確認出来る。この

変動への寄与のうち、基準財政需要額の変動の寄与が大きい。さらに一つの年度におい

て、すべての都道府県においてプラス、マイナス同一方向の寄与度になっていることか

ら、個々の都道府県の基準財政需要額の変動が、地方財政計画に基づき決定される地方交

付税の総額の変動に左右されるところが大きいことを示している。このように毎年度大き

く変動する基準財政需要額は地方自治体にとって予見可能性が低く、さらに地方交付税額

の決定が夏頃と遅いため、地方自治体は歳入額が未定のまま事業年度をスタートさせねば

ならない。このことが地方自治体の運営を非常に困難なものにしていると指摘する。 

また貝塚・本間・高林・長峰・福間(1987)においても普通交付税の算定構造が機能不全

に陥っている可能性について言及される。ローレンツ曲線による分析から、普通交付税の

配分前と配分後で人口 1 人当たり財源額の順位の逆転を伴っていることを確認した。この

「順位入れ替え効果」を人口グループ別にみると、小都市と大都市・中都市間でかなりの

順位逆転が生じている。地方交付税制度は複雑な算定方式の中に多くの算定要素を含み、

複数の役割を同時に果たすものとして運営されてきたが、現行制度は財源保障的色彩が強

く、期待されているすべての役割に対し有効に機能しているわけではないとする。 

 

第２項 地方歳出の性質 

前項のような交付税算定方法の複雑さ・不透明さゆえ、地方歳出の簡易な理解を目的と

した先行研究が複数存在する。貝塚・本間・高林・長峰・福間(1986)では、地方交付税制

度には①国と地方の財源分配、②地方の財源保障、③地方間の財政調整の 3 つの機能があ

ると述べ、地方交付税の算定構造をミクロに分析した。基準財政需要額に関する回帰分析

から、一人当たり基準財政需要額は人口と面積の二次式で最もよく説明され、U 字型曲線

が描けることが示された。 

井堀・岩本・河西・土居・山本(2006)でも同様の分析を行っている。基準財政需要額と

人口と面積、またこれに加え人口２乗と面積２乗で回帰分析を行ったところ、現行の基準
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財政需要額は人口と面積のみでも相当説明可能であることがわかった。 

林正義(2002)は市町村合併の議論から「規模の経済」について考察し、一人当たり歳出

は人口が小さい領域においては逓減し、人口規模が大きい領域では逓増する U 字型を示す

こと、つまり、他の条件が等しければ、地方公共サービスの利用者数が過剰に増加するこ

とによって「混雑効果」が発生することが確認された。 

 

第３項 国と地方の責任分化 

第 1 項と第 2 項では現行の地方交付税の分析を行った先行研究を見てきたが、日本の地

方財政の在り方を一から見直し、地方財政の抜本改革を試みた先行研究も存在する。 

赤井・岩本・佐藤・土居(2010)では、当時の鳩山内閣が打ち出した「地方主権」の確立

に際し、地方財政問題を議論する。現行の地方分権改革は、地方の税収比率の引き上げ、

交付税総額の確保など、地方財源の「量的」充実に偏向してきた。しかし真の「地方主

権」の趣旨は、地方の主体性と自立といった「質的」向上にあると述べる。 

これまでの地方分権政策の問題点として、国と地方の責任の所在が不透明であること、

地方交付税の中に財源保障と財政調整の機能が混在していること、対症療法的制度が乱立

していることなどが挙げられる。そこで赤井・岩本・佐藤・土居（2010）は、国の財源保

障範囲を特定した上で、地方財政の「質的」転換を図った。 

その要点は３点ある。1 点目は、国庫補助負担金の「交付金化」である。この一括交付

金は国が 100％国庫負担で財源保障する分野とする。導入の目的は、国が「ナショナル・

ミニマム(最低限の生活水準)」を財源保障し、国の責任と関与の範囲を明示することで、

それ以外の分野において完全なる地方の裁量を実現することにある。２点目は政府間財移

転の財源保障と財政調整の機能分離である。財源保障と財政調整の機能はそれぞれ、「新

しい交付金」と「新しい交付税」に持たせる。交付金は緩やかな特定補助金、交付税は使

途を地方の裁量に委ねた真の一般補助金と位置付ける。既存の特例交付金と地方譲与税

は、財源保障を担う部分を交付金に、残部を交付税に取り込み、財政移転制度体系を大幅

に簡素化する。制度と機能の一致は地方自治を担う国民にとってわかりやすい。３点目は

地方法人課税への依存の是正である。我が国の地方税は地方法人二税へ過度に依存してお

り、また法人二税は地位間での偏在性があるため、格差を助長している。そこで地方法人

課税を国税に移行することを提案する。 

以上の点を踏まえ、わかりやすい新交付金・交付税制度を提言する。新制度の要点とし

ては主に以下のようなものがある。 

１つ目は国と地方の役割分担の明確化である。現在は幅広いサービスに対し手厚い財源

保障を行っているが、それを改め、国の財源保障の範囲を基礎的サービスの最低水準(ナ

ショナル・ミニマム)に限定する。基礎的サービスは、消防・警察、義務教育、最低限の

社会福祉、災害復旧等とする。 

２つ目は基礎的サービスを財源保障し「交付金化」することである。基礎的サービスの

財源保障部分は原則全額を「交付金」として各自治体に配分し、その交付金は財源保障対

象の政策分野ごとに決定する。特定財源であり使途はそれぞれの分野に限定されるが、そ

の分野内での運営詳細は地方の裁量に委ねられる。 

３つ目は、交付金は一括かつ包括的である点である。交付金は、国が責任をもって定め

たサービス水準を確保するために必要な額を算定し、例えば学校教育サービスであれば生

徒数などの、透明性のある基準に基づき包括的に配分する。使途は個別の事業別に細分化

はせず、カテゴリーの中では自由に使うことができる。 

４つ目は、交付税は財政調整に特化することである。新交付税は各自治体が独自の公共
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支出を賄うための財源となり、新交付税の目的は、基礎的サービスのうち最低保障水準を

超過する分と基礎的サービス以外を賄う一般財源「地方間格差」の是正であり、地域間の

公平と機会の均等化を図ることである。 

５つ目は交付税を地方固有の財源とすることである。その規模・配分の原則について

は、「国と地方の協議の場」で決定する。併せて、新交付税の負担の所在も地方財政に固

有であるとこを納税者に対し明らかにする。 

６つ目は地方の法人課税依存度の引き下げである。我が国の地方税の問題点として、法

人事業税・法人住民税を合わせた地方法人二税への依存度の高さがある。法人二税は地方

間格差の助長、地方の税収の不安定化をもたらしてきた。これを是正することを目的と

し、法人事業税を国税化し、すでに国税化されている地方法人特別税と合わせ、その財源

は交付税の原資もしくは交付金として財源保障に充てる。 

７つ目は地方消費税の分離・独立化である。地方消費税は安定的かつ偏在性の少ない税

源であるが、現行制度では国の消費税と連動してしまっている。本来国と地方の財政状況

は異なっているのだから、各々が独自に消費税の増税幅を決定できることが望ましい。そ

こで、地方消費税を国の消費税率と切り離すことを提言する。 

上記で提言してきた地方財政改革案を具体的に示すと、図表１のようになる。交付金の

対象範囲を国が財政保障し、残額は地方が責任を負うことにする。 

 

図 2-1  地方財政の現状(左図)と目指す姿(右図) 

赤井・岩本・佐藤・土居「提言：『地方分権』の実現に向けた地方財政抜本改革」 

より引用。 
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第２節 本稿の位置づけ及び新規性 
前節において、基準財政需要額に依って交付税額を算出する意義が不透明であるこ

と、基準財政需要額が人口と面積で説明可能であること、そして現行制度においては国

と地方の権限が曖昧であることが確認された。本稿では、基準財政需要額に基づく交付

税額の算出方式を撤廃し、地方交付税制度を変改することで、持続可能な地方行政運営

を達成し、地方経済活性化を講ずるインセンティブをも生じさせる、新たな地方交付税

制度を提言する。 

ここで、持続可能な行政運営のために最低限必要な経費を「ナショナル・ミニマム」と

して定義する。本稿で採用するナショナル・ミニマムの概念は、赤井・岩本・佐藤・土居

(2010)で提案された枠組を引き継ぐ形をとる。ここでは地方税財政改革のため、財政移転

制度の「質的」転換を提言した。詳しくは、社会的に重要な基礎的サービスの最低水準

(ナショナル・ミニマム)を国の財源保障の範囲とし、その超過分については地方が各地域

のニーズを汲み取り自己決定する。赤井・岩本・佐藤・土居（2010）では、基礎的サービ

スに関わる支出を、教育、福祉、警察・消防関連と定め、地方財政計画における現行の財

源保障の範囲をナショナル・ミニマムとみなした。本稿ではこの国と地方の分権の枠組み

を採用し、国と地方の責任範囲を明確にした地方財政の新制度について考察する。 

まず、国の責任範囲の経費である基礎的サービスを「行政経費」とし、行政経費の各項

目について、都道府県別に人口と人口２乗、面積と面積２乗で回帰分析を行う。当分析に

おいて説明変数に人口と面積を用いる理由としては、貝塚・本間・高林・長峰・福間

(1986)や井堀・岩本・河西・土居・山本(2006)において、一人当たり基準財政需要額は人

口と面積から説明可能であることが示されたためである。また林正義(2002)で確認された

ように、回帰分析で導出される２次式は混雑効果のため、項目によっては U 字型をたどる

と想定さる。この分析から各都道府県の行政経費の理論値を導き出し、その比率に依って

交付金を分配する新制度を提案する。さらに交付税についても、現行制度における地域間

格差を是正する形での分配方法を示す。 

本稿における新規性は、新たな政府間財政関係の枠組の試算を行った点と、新しい交付

金・交付税の配分制度の構築を提言すること、の２点である。 

まず、赤井・岩本・佐藤・土居(2010)で示された国単位での地方財政の枠組を採用して

ナショナル・ミニマム行政経費を試算し、都道府県単位で示した。赤井・岩本・佐藤・土

居(2010)では、地方主権を目的に地方財政の新たな枠組を打ち出していたのに対し、本稿

ではその枠組だけを引用し、地方が消滅しない最小限度の財源の確保を目指した。 

次に、交付金の配分については、地方自治体の人口規模と面積、独自に算出した都道府

県別一人当たり行政経費を回帰分析し、その結果を考慮したうえで最低限度の社会的サー

ビスを保障するナショナル・ミニマムを「行政保障交付金」として交付することを提案す

る。交付金は国が財源保障する範囲であるため、地方自治体が経費削減のインセンティブ

を失わないような政策提言も併せて行う。交付税については、地方自治体の人口規模に比

すが、現行の地方税の地方間格差を是正する形での「行政保障交付金」の分配方式を目指

した。これは、交付金とは異なり、交付税には財政調整の機能を持たせるためである。こ

の交付税の分配においては、分配前の収入より分配後の収入が少なくなるという「逆交付

税」が発生することも視野に入れる。 
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第３章 分析 
 

第 1 節 国の責任部門：一人当たり行政経費 
 まず、・・・・について考察するため、直近３年間の 2013,2014,2015 年度のデータを

用いて時系列方向に固定効果を入れたパネルデータ分析を行った。１人あたり行政経費の

状況を分析すべく、以下に推定式を示す。2011,2012 年のデータを含めなかった理由は、

東日本大震災の影響が大きく、標本としてふさわしくないと判断したことによる。 

 

𝑌𝑖𝑡 = 𝛼𝑡 + 𝛽1𝑃𝑖𝑡 + 𝛽2𝑃𝑖𝑡
2 + 𝛽3𝐴𝑖𝑡 + 𝛽4𝐴𝑖𝑡

2  
�̂�𝑥𝑖 = 𝑋𝑖𝑡 × 𝑃𝑖 

 

ただし、𝑌𝑖𝑡：被説明変数(一人当たり行政経費)、𝑃𝑖𝑡：各都道府県の人口、 

𝐴𝑖𝑡：面積、𝑖=1,2,…,47:都道府県、𝑡=2013,2014,2015:年度 
𝛼𝑡 , 𝛽𝑗 ∈ 𝑅, 𝑗 ∈ {1,2,3,4} 

 

 この推定式に基づき、一人当たり行政経費の理論値を求め、それらに当該都道府県の人

口を掛け合わせることで、各都道府県あたりの行政経費を算定する。 

以下、分析の留意点を述べる。詳しくは第２章第１項によるが、貝塚・本間・高林・長

峰・福間(1986)では、基準財政需要額に関する回帰分析から、一人当たり基準財政需要額

は人口と面積の二次式で最もよく説明され、U字型曲線が描けることが示された。 

また、井堀・岩本・河西・土居・山本(2006)も同様の分析を行っている。基準財政需要

額と人口と面積、またこれに加え人口２乗と面積２乗で回帰分析を行ったところ、現行の

基準財政需要額は人口と面積のみでも相当説明可能であることがわかった。 

 以上２つの先行研究は、人口の増加が規模の経済を生むが、ある点で混雑費用の影響の

方が大きくなり、一人当たり基準財政需要額が上昇に転ずることを意味している。本稿の

行政経費各項目においても、同じ議論を適用する。ここで、面積を説明変数に入れること

になるが、面積は時系列を通じて変動がない。面積を入れると固定効果モデルでは計量経

済学的に計算できない。そのため時系列方向にのみ固定効果を入れ、国の責任と定義され

る行政経費の 12 項目5について、人口と面積を説明変数に入れた上記の推定式の回帰分析

を行った。 

 ここで、被説明変数とする 12 項目の行政経費のデータは、地方財政の統計等に基づい

て、地方団体ごとの金額から算出した。出典等の詳細は、Appendixを参照されたい。 

この回帰式に基づいて、「行政保障交付金」の新たな交付方法を算定する。この新たな

分配方法を算定する主な利点は３つ挙げられる。１つ目は、「行政保障交付金」の分配決

定が簡素となり、透明性が高まることである。２つ目は「行政保障交付金」の分配が、人

口と面積のみで決まるため、分配の恣意性がなくなることだ。そして３つ目はこの分配ル

ールにより、受け取る自治体側に改革努力を怠るディスインセンティブがなくなることが

                                                 
5 ※行政経費 12項目：地財 10条(義務教育職員給与分)、警察、消防、生活保護費、児童

保護費、障がい者自立支援給付費、後期高齢者医療給付費、介護給付費、児童手当等交付

金(子どものための教育・保育給付費負担金)、国民健康保険関係事業費、地財 10条-2(普

通建設事業・公営住宅建設)、地財 10条-3(災害関連費) 
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挙げられる。なぜなら、行政改革を怠って支出額を減らせば国からもらえる金額が減ると

いうことは、この分配方法なら起こらないからである。この分配方法は、現行地方交付税

制度にある改革努力を怠るディスインセンティブ払拭の効果も期待できる。 

 この分析を行った結果、表 3-1の結果を得た。 

 

 

表 3-1 行政経費 12項目の回帰分析結果6 

回帰分析に基づき筆者作成。 

 

人口の係数の推定値は有意にマイナスとなっていることから、規模の経済が働き、人口

が少ない地域ほど行政経費が割高になっていると読み取れる。人口２乗の係数は有意にプ

ラスになっていることは混雑効果により、人口が多い地域では余分に費用かかるためであ

る。 

 生活保護費や児童手当など交付金については、人口にかかる係数で有意な結果が得られ

なかった。この項目は、人口の少ない地域ほど行政サービスの効率が悪いのではなく、子

どもや家庭の数に比して支出するものであるため、人口の係数で有意でない結果が出たも

のと思われる。次に、この回帰分析の結果と上記の式をもとに、一人当たり行政経費の理

論値7を算定する。 

                                                 
6 ＋＋、-- …１％有意、＋、- …５％有意、(＋)、(－)…10％有意、無印…有意でない 
7 理論値が負となった項目は、財政の実務では負の金額にできないので、０に修正した。 
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表 3-2 一人当たり行政経費 12項目の理論値(47都道府県、2015年度) 

 

 

 

 

 
                   上記パネルデータ分析推定式より筆者作成。 
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第２節 「行政保障交付金」と「格差是正交付税」の総額決定 
第１節では、一人当たり行政経費8の推定式を検討した。本節ではさらに、地方の裁量に

使途を委ねる交付税(以下、「格差是正交付税」)の分配方法を提言するための分析を行

う。 

まず、地方財政計画において、前掲した国の責任と定義される行政経費の 12 項目が、

いくらになるか、2013 年度から 2015 年度の地方財政計画に基づいて算出したのが、表 3-

3～3-5 である。9行政経費の 12 項目は、法令等でその財源保障の範囲が定められているこ

とから、恣意性が少ない形で、地方財政計画中にその金額が示されている。行政経費の 12

項目の総額は、2013 年度では 24 兆 3905 億円、2014 年度では 25 兆 3542 億円、2015 年度

では 25兆 8735億円 25兆 8735億円となった。 

 地方財政計画における行政経費の 12 項目以外の歳出も、表 3-3～3-5 に示している。こ

れらの歳出は、公式には、国が保障する標準的な経費とされている。10ただ、行政経費の

12 項目以外の歳出は、地方が独自に確保する収入によっても財源が確保できるから、「行

政保障交付金」によって賄うべきものとはしない。 

とはいえ、地方財政計画における歳出の財源を賄うに足る歳入の確保が求められる。そ

こで、地方財政計画において見込まれる地方税収やその他の歳入が、表 3-3～3-5 に示さ

れると、その差額として「格差是正交付税」の金額が算定される。11 

ここにおいても赤井・岩本・佐藤・土居(2010)の発案を引用し、「行政保障交付金」と

「格差是正交付税」の総額を決定する。本稿では国庫支出金と地方交付税の配分を同時に

改編することを目指す。本稿では、地方譲与税について、分配方式を改めず既存の制度を

維持する。その理由としては、地方譲与税には財政調整の機能が備わっておらず、財政調

整を目的とする「格差是正交付税」と併せて改革を行うことは適当でないからである。以

下は 2013年度から 2015年度の地方財政計画の金額をもとにした、「格差是正交付税」の

試算である。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
8 本稿では、一人当たり行政経費は国の責任と考え議論を行う。 
9 地方財政計画は、国会での予算審議に資するために、政府予算案が国会に提出された後

で公表されるものだが、政府予算案を閣議決定する前の段階では、「地方財政対策」とし

て同様の金額の算定が行われており、本論文での提言は、そうした予算過程を念頭に行っ

ている。 
10 ただ、予算過程では、財政制度等審議会などから、その歳出の水準について、一部に過

大に計上されているとの疑義が呈されている。本論文では、過大な計上は望ましくないと

する立場だが、それを詳細に分析することは本論文の目的から外れるため、ひとまず地方

財政計画に計上されている支出額をそのまま採択することとする。 
11 現行の地方交付税制度や国庫支出金との対応関係で表 3-3～3-5をみると、「行政保障

交付金」と「格差是正交付税」の合計額は、地方財政計画における地方交付税と国庫支出

金の合計額と等しくなる。 

https://docs.google.com/document/d/1TWdfrYiyQc5YSUyH52T8W61tzX84HXZcVtFPg4Xt0aE/edit?usp=drive_web#_ftn1
https://docs.google.com/document/d/1TWdfrYiyQc5YSUyH52T8W61tzX84HXZcVtFPg4Xt0aE/edit?usp=drive_web#_ftn1
https://docs.google.com/document/d/1TWdfrYiyQc5YSUyH52T8W61tzX84HXZcVtFPg4Xt0aE/edit?usp=drive_web#_ftn1
https://docs.google.com/document/d/1TWdfrYiyQc5YSUyH52T8W61tzX84HXZcVtFPg4Xt0aE/edit?usp=drive_web#_ftn1


27 

 

表 3-3 2013 年度「格差是正交付税」の試算 

 
 「地方財政計画(2014)」より筆者作成。 

表 3-4 2014年度「格差是正交付税」の試算 
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「地方財政計画(2015)」より筆者作成。 

表 3-5 2015年度「格差是正交付税」の試算 

 
「地方財政計画(2015)」より筆者作成。 
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第４章 政策提言 
 

第１節  国の責任部門への「行政保障交付金」 
 第３章で求めた一人当たり行政経費の 12項目における理論値を採用し、「行政保障交

付金」を一括交付する。なお、全地方団体の交付総額上限）は、当該年の地方財政計画に

従うものとする。そのために、理論値�̂�𝑥𝑗をそのまま交付するのではなく、行政経費𝑥の 47

都道府県分の総和のうち、𝑗県の占める比率を取り、その年の地方財政計画に掛け合わせて

分配額𝑌𝑥𝑗を決定する。12 当該地方団体への分配額の決定式は以下の通りである。 

 

𝑌𝑥𝑗 =

(
�̂�𝑥𝑗
𝑃𝑗

) × 𝑃𝑗

∑ (
�̂�𝑥𝑖
𝑃𝑖
)47

𝑖=1 × 𝑃𝑖

× 𝐸𝑥 

=
�̂�𝑥𝑗

∑ �̂�𝑥𝑖
47
𝑖=1

× 𝐸𝑥 

𝑥 = 1,2,… ,𝑋:行政経費の各項目 
 

𝑌𝑥𝑗:行政経費𝑥の都道府県 j への分配額、�̂�𝑥𝑖:行政経費𝑥の都道府県𝑖における理論値、 

𝑃𝑗:都道府県𝑗の人口、(
�̂�𝑥𝑗
𝑃𝑗

):行政経費𝑥の都道府県𝑗における一人当たり行政経費理論値 

𝐸𝑥:行政経費𝑥における地方財政計画 

 

 この式に基づき、各自治体に交付する「行政保障交付金」を算定する。また分配時に参

考とする理論値の決定は、交付年の前年度の歳出データに従うものとする。 

従来は総務省が算定した基準財政需要額等をもとに分配が行われていたが、前述の通り

地方自治体の歳入や表面的な規模だけでは地方自治体の財政需要は測れない。 

前年度の歳出データを回帰分析し連続的に分配額を策定するため、適正な分配額とのラグ

は小さくなる。 

また、各都道府県において、実際の一人当たり行政経費と回帰分析による理論値は異な

る。しかし、誤差項の平均が０になる回帰分析によっているので、一般性は損なっていな

いと言えよう。 

 加えて、同じ人口規模であっても、一人当たり行政経費が理論値を上回る場合と下回る

場合がある。前者には、行政経費の節約を、後者には行政経費項目に歳出を増やすように

促す。これは、理論値はナショナル・ミニマムであるので、過小供給では地方自治体運営

に支障をきたすという考えによるものだ。 

 以上の議論より、この交付金を継続的に運用した場合、徐々に理論値へ収束していくこ

とが想定される。これは、自治体にとって、経費削減のインセンティブを失うことにも繋

がる。それを防ぐために、前述のトップランナー方式も盛り込む。地方自治体のソフトな

予算制約をきたさないよう経費削減を常に喚起するよう注意する。 

                                                 
12 ここでは、分析を示す便宜上、都道府県単位での推計としているが、厳密には市町村分

の行政経費については、地方団体ごとに同様の算定を行うことを想定している。 
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 この決定式に基づき、分配額の算定を行った結果、表の結果を得た。 

 

 

表 4-1 各都道府県への分配額(2015)(千円) 

 

 

 
上記、政策提言の決定式より筆者作成。 

 

第２節 地方の責任部門への「格差是正交付税」 
次に、「格差是正交付税」の分配方式についても提言する。これは「行政保障交付金」

で財源保障機能としてナショナル・ミニマムを保障したのに対し、「格差是正交付税」で

は財政調整機能として地方間格差を是正する。また本稿では、前者が国の責任で、後者は

地方自治体の責任と責任の所在を明確にする。 
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ただし、赤井・岩本・佐藤・土居(2010)での地方主権の議論において、地方譲与税は新

交付税の財源に組み込まれていたが、本稿での枠組においては、地方譲与税は「行政保障

交付金」の財源に含めず、既存の地方譲与税制度を維持する。というのも、現行の地方譲

与税には財政調整の機能は付随しておらず、この点において地方交付税との機能的差異・

存在意義があるためである。以上を考慮すると、本稿で提案する「行政保障交付金」・

「格差是正交付税」の合計額は、現行制度でいう地方交付税・地方特例交付金・国庫支出

金の合計額と一致する。この範囲内で、「行政保障交付金」の分配方式を決定する。 

ここでは「格差是正交付税」の分配額を、都道府県間の地方税収格差を補填する形で決

定する。地方税は地方自治体の人口規模や産業規模への依存度が高い。現状、東京都にお

いて一人当たり地方税額が突出して高額になっている。しかしながら、第１章で述べたよ

うに、本稿では地方税制度の改革は試みていない。そのためここで、一人当たりの地方税

と「格差是正交付税」の合計額で地方間格差の是正を試みる。 

方法としては、まず縦軸に一人当たり地方税額と一人当たり「行政保障交付金」額の合

計を、横軸に都道府県人口をとる。現行の一人当たり地方税額は人口が多い都道府県にお

いて多くなるため、図にプロットされる地方税額は右上がりを示す。そして地方税の都道

府県間格差を減らしていく形で「行政保障交付金」を配分する。この際、簡素化のため、

一人当たりの地方税と「行政保障交付金」の合計額を 1次式で規定する。1次式であるか

ら、切片と傾きだけで定められる。以下の図の 1次式が、提言する「行政保障交付金」と

地方税を表す。 
 

図 4-1「格差是正交付税」の交付イメージ 

 
筆者作成。 

 

表 3-3 から表 3-5 の 3 年間の「行政保障交付金」額をみると、「行政保障交付金」額は

毎年おおよそ 4 兆円であり、比較的安定していると言える。そこで本稿では 2015 年度の

データのみを用いて分析を行い、政策提言につなげる。先に述べた通り、1 次式は傾きと

切片を決定することで規定することができる。そこで、適当な傾きいくつかについて、切

片、ジニ係数、「行政保障交付金」の財源額とその交付額と差額の３点を分析し、その中

から最適と思われる傾きを交付基準に採用する。 
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表 4-2 「行政保障交付金」分配案(2015)

 
筆者作成。 

ここで、傾きが小さいことは、人口規模による一人当たり交付額の格差がより平準化さ

れることを意味する。切片の額は一人当たり「行政保障交付金」の最低額を表す。以上

と、ジニ係数の大きさ、財源と交付額の差分を考慮し、本稿では傾き 0.8を採用する。ジ

ニ係数の小ささと最低交付額を重視した形である。 

 

表 4-3 地方税と「格差是正交付税」の一人当たり分配額(千円) 

筆者作成。 
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この傾き 0.8 は基本的には固定されたルールとするが、経済状況や制度変更などにより

多少変動させることも考えられる。 

また、いくつかの都道府県について、交付額がマイナスになる。これは「逆交付税」と

して説明する。逆交付税については、一度自分の収入として納めたにもかかわらず、それ

を他の自治体のために国が召し上げる行為は違憲ではないか、という見解もある。しかし

ながら、地方税法人税や地方法人特別税が存在する以上、このような行為は既に実行され

ているし、地方交付税を財政調整機能の側面か考えても、基準財政収入が基準財政需要を

上回る財源が豊かな地方団体からはその差分を徴収することも正当化されるべきである。 

  

第３節 実行可能性 
 本節では、２つの政策提言の実行可能性を考察する。初めに、本稿の「行政保障交付

金」の交付方式においては、47 都道府県の交付総額が当該年地方財政計画に一致するよう

に定められている。財政的な実行可能性は、モデル内に保障されていると言える。 
また「格差是正交付税」においては、地方の責任部門において、地方間格差を是正す

る。その過程で、ジニ係数の改善を重視するため、本稿では数 100 万円ほどの赤字を出し

た。しかし、「行政保障交付金」でナショナル・ミニマムを保障したうえで、財政の地方

間格差を是正するための赤字としては許容しうるものと考える。 
 制度の運用的には、基本的に現行の地方交付税交付金の制度と同じく支障はない。そし

て、行政経費の算定方法も前年の歳出額を参照するだけなので、機械的に制度運用ができ

ると言えよう。 

 

第４節 課題 
 本稿では、前年度の行政経費支出をもとに、当該年度の交付を決定する「行政保障交付

金」と、地域間格差を是正する「格差是正交付税」を提言した。２つの提言を組み合わせ

ることで、交付額が同等なまま、地方団体の行政経費需要に即した交付とともに、財源格

差の是正も達成できる。これにより、現行の地方交付税制度よりも、地方団体それぞれに

対応した継続的な運営をサポートすることができる。 

また、前節の通り、現状の制度を踏まえており、交付上限も地方財政計画で頭打ちにし

ているため、実現可能性は高いと言えよう。しかし、特に「行政保障交付金」においては

課題があり、これを述べるとともに、本論の締めにしたい。 

 そもそも、「行政保障交付金」は各地方自治体に理論値をそのまま交付するわけではな

い。これは国の予算制約から、交付条件を地方財政計画で頭打ちとしたためであり、理論

値の総額は交付額の総額を上回る。 

 つまり、各地方団体の行政経費需要に対応はしているが、全てを保障しきれていないと

いう点が大きな課題として挙げられる。 

 「地方を消滅させない」、この目標を実現した場合どのような正の効果があるのか。そ

して、これら２つの交付税を現状の財源制約を超えて拡張するべきか。これら疑問につい

ては、新たな研究を待ちたい。 
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APPENDIX 
以下、第３章分析における行政経費 12項目のデータの記録方法について詳述する。 

 

a)地財 10条(義務教育職員給与分) 

b)警察 

地方財政状況調査の都道府県分よりそれぞれ、義務教育関係給与、警察関係職員の給与関

係経費のデータを各都道府県の行政経費とした。 

  

c)消防 

東京都のみ、消防職員が都庁で雇われていることを鑑み、東京都分と市町村分と一部事務

組合分を各都道府県ごとに合計した値を各都道府県の行政経費とした。 

  

d)生活保護費、 

地方財政状況調査より、各県が支払う生活保護費と市町村で支払っている生活保護費を県

ごとに合計した値を各都道府県の行政経費とした。 

  

e)児童保護費 

児童保護費の財源負担割合が国 1/2、地方（県＋市）1/2 であるから、地方財政統計年報

の都道府県歳入決算と市町村歳入決算から得た両者の値を合計した額を、県ごとに２倍し

た額を各都道府県の行政経費とした。 

  

f) 障がい者自立支援給付費 

障がい者自立支援給付費の財源負担割合が国 1/2、地方（県＋市）1/2 であるから、地方

財政統計年報の都道府県歳入決算と市町村歳入決算から得た両者の値を合計した額を、県

ごとに２倍した額を各都道府県の行政経費とした。 

  

g)後期高齢者医療給付費、 

後期高齢者医療事業状況報告より、市町村支出のうち、事務費負担金、保険基盤安定(保

険料軽減分)、その他の 3 項目と、都道府県支出金のうち、高額医療費負担金、財政安定

化基金交付金、その他の 3項目を合計した額を各都道府県の行政経費とした。 

  

h)介護給付費、 

介護保険事業状況報告より、保険事業勘定、都道府県支出金のうち都道府県負担金、財政

安定化基金支出金、その他の 3 項目と繰入金のうち一般会計繰入金、総務費に係る一般会

計繰入金、低所得者保険料軽減繰入金、その他の 4 項目の合計と、介護サービス事業勘定

における都道府県支出金の合計を各都道府県の行政経費とした。 

  

i)児童手当・子ども手当 

児童手当事業年報より、市町村支給分と公務員分の合計を各都道府県の行政経費とした。 

  

j)国民健康保険関係事業費 

国民健康保険事業年報より、都道府県支出金のうち高額医療共同事業負担金、特定健康調

査等負担金、第一号都道府県調整交付金、第二号都道府県調整交付金、広域化等支援基金
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支出金、その他の 6 項目と、繰入金の一般会計(市町村補助)のうち、保険基盤安定(保険

税軽減分・保険者支援分)、職員給与費等、財政安定化支援事業、その他の 6 項目を合計

した値を各都道府県の行政経費とした。 

  

k) 地財 10条-2(普通建設事業・公営住宅建設) 

本稿では、都道府県歳出決算と市町村歳出決算の、普通建設事業費における、補助事業

費、国直轄事業負担金、受託事業費の合計を各都道府県の行政経費として扱った。 

  

l)地財 10条-3(災害関連費) 

本稿では、災害事業費における都道府県性質別歳出決算の補助事業費、国直轄事業負担

金、受託事業費、補助事業費の４項目と市町村性質別歳出決算の補助事業費、受託事業

費、補助事業費の 3項目を合計したものを各都道府県の行政経費とした。 

 

以下の表は、第 3章分析の１２項目の行政経費一人当たり理論値である。 
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表 5-1 一人あたり行政経費理論値(2014)(千円) 

 
筆者作成。 
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表 5-2 一人あたり行政経費理論値(2013)(千円) 

 
筆者作成。 
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以下の表は、第３章分析の行政経費１２項目の回帰分析の結果である。(以下の表は全て

筆者作成。) 

 

表 6-1 分析における項目と単位 

項目 単位 

人口 １０万 

面積 平方キロメートル 

 

表 6-2 地財 10条における回帰分析結果 

被説明関数 地財 10条 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -2.2756 -9.84 0.000 

人口２乗 0.0010 4.94 0.000 

面積 0.0002 3.68 0.000 

面積２乗 -1.95e-09 -2.58 0.011 

切片 30.3300 41.63 0.000 

修正済み決定係数 0.7262 サンプル数 141 
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表 6-3 地財 10条-2における回帰分析結果 

被説明関数 地財 10条-2 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -2.2841 -9.88 0.000 

人口２乗 0.0148 6.26 0.000 

面積 0.0047 2.47 0.015 

面積２乗 -4.40e-08 -2.07 0.040 

切片 3104.1458 8.80 0.077 

修正済み決定係数 0.3982 サンプル数 141 

  

表 6-4 地財 10条-3における回帰分析結果 

被説明関数 地財 10条-3 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -0.3650 -2.21 0.029 

人口２乗 0.0033 2.05 0.043 

面積 0.0044 2.91 0.004 

面積２乗 -4.96e-08 -2.93 0.004 

切片 12.4820 0.13 0.077 

修正済み決定係数 0.2397 サンプル数 141 
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表 6-5 生活保護費における回帰分析結果 

被説明関数 生活保護費 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 0.1271 1.09 0.280 

人口２乗 0.0003 0.42 0.677 

面積 -0.0010 -3.40 0.001 

面積２乗 1.48e-08 4.63 0.000 

切片 24.7760 8.87 0.000 

修正済み決定係数 0.3311 サンプル数 141 

  

表 6-6 障がい者自立支援給付費における回帰分析結果 

被説明関数 障がい者自立支援給付費 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -0.1938 -6.37 0.000 

人口２乗 0.0012 5.20 0.000 

面積 -0.0001 -1.15 0.254 

面積２乗 3.23e-09 2.59 0.011 

切片 22.7455 22.44 0.000 

修正済み決定係数 0.3751 サンプル数 141 
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 表 6-7 消防における回帰分析結果 

被説明関数 消防 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -0.0585 -6.46 0.000 

人口２乗 0.0006 8.44 0.000 

面積 0.0001 3.91 0.000 

面積２乗 -1.22e-09 -3.08 0.003 

切片 7.8022 30.73 0.000 

修正済み決定係数 0.3194 サンプル数 141 

  

表 6-8 児童保護費における回帰分析結果 

被説明関数 児童保護費 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -0.1508 -4.15 0.000 

人口２乗 0.0007 2.60 0.010 

面積 -0.0002 -1.55 0.124 

面積２乗 2.65e-09 1.51 0.133 

切片 18.2926 1362 0.000 

修正済み決定係数 0.2099 サンプル数 141 
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表 6-9 児童手当等交付金における回帰分析結果 

被説明関数 児童手当等交付金 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -0.0053 -0.07 0.947 

人口２乗 0.0007 2.60 0.010 

面積 -0.0003 -0.54 0.590 

面積２乗 -4.09e-09 -0.44 0.642 

切片 15.2137 2.66 0.009 

修正済み決定係数 0.0146 サンプル数 141 

 

表 6-10 国民健康保険における回帰分析結果  

被説明関数 国民健康保険 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -0.0053 -2.95 0.004 

人口２乗 0.0006 4.59 0.000 

面積 -0.0022 -1.90 0.059 

面積２乗 2.81e-09 2.20 0.029 

切片 18.2233 17.26 0.000 

修正済み決定係数 0.2092 サンプル数 141 
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表 6-11 後期高齢者医療給付費における回帰分析結果 

被説明関数 後期高齢者医療給付費 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -0.0526 -8.64 0.000 

人口２乗 0.0003 6.91 0.000 

面積 8.51e-06 0.62 0.539 

面積２乗 1.48e-10 0.62 0.539 

切片 4.2524 30.35 0.000 

修正済み決定係数 0.5135 サンプル数 141 

  

表 6-12 警察における回帰分析結果 

被説明関数 警察 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -0.1362 -6.75 0.000 

人口２乗 0.0016 10.49 0.000 

面積 -0.0001 -3.28 0.001 

面積２乗 1.82e-09 3.87 0.000 

切片 16.6869 41.08 0.000 

修正済み決定係数 0.6121 サンプル数 141 
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表 6-13 介護給付費における回帰分析結果 

被説明関数 介護給付費 

説明関数 Coef. t値 p値 

人口 -0.2602 -11.06 0.000 

人口２乗 0.0016 7.80 0.000 

面積 0.0004 4.30 0.000 

面積２乗 -3.45e-09 -3.79 0.000 

切片 26.2239 37.89 0.000 

修正済み決定係数 0.6126 サンプル数 141 
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以下の表は、第４章政策提言における、2014,2013年度分の分配額の試算である。 

 

表 7-1 各都道府県への分配額(2014)(千円) 

 
筆者作成。 
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表 7-2 各都道府県への分配額(2013)(千円) 

 
筆者作成。 
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